（様式1）
年　　月　　日

江　戸　川　区　長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　(申請者)

企業名

　　　　　　　　　　　　　　　　住所・電話

　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
（担当者　　　　　　　　電話　　　　　　　　　　）
江戸川区長期育休支援制度事業補助金認定申請書
　江戸川区長期育休支援制度事業補助要綱（以下「要綱」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり認定申請をします。なお、認定の審査等について、以下の事項に同意します。
１　（個人）事業主の住民基本台帳を閲覧すること。
２　（個人）特別区民税都民税の納付状況について調査確認すること。
３　（法人・個人）特別区民税都民税特別徴収分の納入状況について調査確認すること。
記
	法　人

	フリガナ
企業名・法人名
	

	
	本店所在地
	
	電話


	
	代表者氏名
	

	
	設立
	年　　　月　　　日　　　（創業　　　年　　　月　　　日）

	
	資本金
	　　円
	従業員数
	人

	
	業種
	

	個　　
　人
	フリガナ
屋号
	

	
	事業主氏名
	

	
	事業主住所
	

	
	事業所所在地
	
	電話



	
	創業
	　　　年　　　月　 　日
	従業員数
	人

	
	業種
	

	就業規則改定日
	年　　　月　　　日（労働基準局受理日：　　年　　月　　日）

	申請者又は申請企業等が要綱第12条に掲げる暴力団関係者ではない　　　□


添付書類
1.法人は履歴事項証明書、個人は事業沿革書（様式自由・創業からの事業の沿革を記載、記名・押印）
2.法人都民税及び法人事業税の各納税証明書
3.市町村民税及び個人事業税の各納税証明書（個人の場合（市町村民税は江戸川区外に住民登録がある場合、個人事業税は該当がある場合））
　　4.労働保険料申告書の写し（直近の労働局又は労働基準監督署の受理印があるもの）
　　5.雇用保険適用事業所設置届の写し（個人の場合）
　　6.住民票（個人であり江戸川区外に住民登録がある場合）
7.資格及び許認可等を有することの証明書（最新のもの）の写し（法律に基づく資格及び許認可等を要する業種の場合）

　　8.就業規則（労働基準監督署の受理印があるもの）の写し
9.その他区長が必要と認める書類
備考
・認定申請は育児休業をしている従業員がいない場合も可能です。
・就業規則において育児休業取得できる期間は、子が3歳に達する日以降となっている必要があります。新たに改定した場合（育児休業規定に該当する箇所のみ）は、改定年月日を記載してください。
・従業員数はパート、アルバイト、契約社員など含めて常時使用している従業員数を記載してください。（役員を除く）
・履歴事項証明書、各納税証明書、住民票は3か月以内に取得したものを提出してください。（写しでも可）

○申請概要





要綱第12条


（暴力団等の排除）


　企業等が、暴力団（江戸川区暴力団排除条例（平成24年７月江戸川区条例第37号）第２条第1号に規定する暴力団をいう。）である場合又は企業等の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員が暴力団員等（同条第２号に規定する暴力団員及び同条第３号に規定する暴力団関係者をいう。）である場合は、この要綱による補助金及び支援金の交付対象としない。








